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顧客情報システムの対応
Conceptua10verviewforCustomerlnformation System

′ト売業界では,顧客ニーズ･商品の多様化,またクレジットf振売,通信員反売など

ニューセールス分野の急成長への対応が急務となっている｡その対応策の一つとし

て,顧客情報システムが脚光を浴びつつある｡

顧客情報システムは,収集した顧客情報をデータベースとして 一元化し,現場の

営業活動に必要な情報をタイムリーに提供することが目的である｡

本論文では,顧客情報システムを作る場合のポイントである情事馴文集項目の整理

方法,名寄せの考え方,データ蓄積方式,データ活用方法についてシステム開発の

一肋とするため,基本的考え方をコンセプトとしてまとめた｡

口 緒 言

小売業の目的は｢商品を販売する+ことであり,この原点

に立って｢顧客ニーズにこたえていくシステム作り+が必要

となる｡一般に小売業の総合情報システムは,顧客情報,商

品情報,物i充情報,財務情報,人事情報といった個別のシス

テムから構成される｡顧客ニーズに適合したあるいはニーズ

を掘r)起こす｢顧客情報システム+が中心になってこそ,′ト

売業のすべての基本機能が活性化されると言える｡

′ト売業を取り巻く環境も大きく変化しつつある｡

(1)消費者ニーズの多様化,個性化

社会環境の変化は消費者の価値観を大きく変化させ,消費

者のニーズを多様化,個性化させてきた｡大量に物を生産し

大量に消費した時代は終わI),消費者の志向はよりファッシ

ョン性が高く,かつ1幾能性のある物へと移ってきた｡

このような急激なライフスタイルの変化に対応してゆくこ

とは,従来の概念による商品開発や販売手段では困難になっ

てきた｡

(2)販売形態の多様化と競争の激化1〉

キャプテンシステムやCATV(Cable Television)といった

ニューメディアの発達と,VAN(ValueAdded Network)や

高速ディジタル伝送の登場により,通信伝達手段は大きく変

化してきた｡また,カード社会の到来と言われるほどカⅦド

がはんらん(氾濫)し始めクレジットカードの普及も目覚まし

い｡キャッシュカード(約9.500万枚)やクレジットカード(約

7,400万枚)を含めて,現在我が国で発行されているカードは

1億7,000万枚以上に達している｡

販売チャネルの多様化とカードの普及は,通信販売や無店

舗販売などの急成長を促Lたが,一方では運送業者やかソリ

ンスタンドなど多業種の新規参入にも拍車をかけ,競争の激

化を引き起こしている｡

(3)情報処理環j尭の変化

POSターミナルの普及,オンラインネットワ≠ク技術の進

歩,ハードウェアの高性能･低価格化など情報処三哩環境が整

ってきた｡

以上のような状況の変化は,顧客情報管理の重要性をクロ

ーズアップするようになった｡本論文では,′ト売業の中根と

なる百貨店業界の顧客情報システムを中心にまとめた｡
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臣l 顧客情報システムのねらい

顧客情報システムの目的は,激変する環境の変化に対応L,

他社との差別化,競合力の強化を図り,

(1)売上げの増大

(2)顧客の固完三化

を[司ることにある｡

図1は,システムの目的を実現手段とデータ括用方法との

関三重で示したものである｡

回 顧客情報システムへのアプローチ

顧客情報システムを効果的なシステムとLてゆくためには

次の三つの側面からアプローチする必要がある｡

(1)情報収集面からのアプローチ

(a)顧客データの収集･蓄積･保守

顧客を特定するにはクレジットカード,友の会会員証な

どに付与された顧客No.でのID化が不可欠となる｡そこで,

今後システムを推進していく うえでクレジットの大衆化路

線も必要となる｡一方,データ収集･活用の有効手段とL

ては,売場のPOS(PointofSale)化やビデオ端末によるオ

ンライン化が必要となる｡

(b)既存システムとの連結

掛売システム,友の会システム､ギフトシステムなど既

存システムと連結して,相互補完,相互利用が可能なシス

テムとする｡

(c)外部情報の積極的活用

社内情報だけでは情報の精度,鮮度に限界がある｡そこ

で外部機関の信用情報,企業情報などをi古用することによ

り,より最新の情報として精度を高める｡

(d)企業内組.織の体系見直L

円ラ骨な運用と総合的な情報管理を推進していくためには,

顧客情報の管理部門を一本化するなど組織の休系を見直す｡

(2)情報括用面からのアプローチ

情報活用は,分析･選別･検索･管理などの分野から直接

利用者のニーズを聞き,システムを構築する必要がある｡積

極的な利用ニーズを引き出すためにもアウトプットの形式を

固定化せず,自由度の大きな形式で多面的に検討する｡

(3)顧客データベースの情報面からのアプローチ

情報グ)軽理は,顧客の属性に関する情報,顧客の買Lげ履
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顧客データの収集･蓄積･保守

種々の手法･手段を駆使した

データ確保

既 存 シ ス テ ム の 連 結

各サブシステムとの相互チータ利用

外 部 情 報 の 活 用

信用情報･企業情報などの

活用による情報精度向上

組 織 の 確 立

総合管理実現のための組織づくり

一実現へのアプローチ一
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売掛管理の充実

●優良顧客の確保と不良顧客の排
除

●信用,与信チェック及び回収管
理の徹底
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(事務の合理化)

●過去の購入状況の即時検索によ

る接客の手助け

●販売後のデータ整理(売場顧客
台帳)の機械化

顧客の活性化

●買上状況をもとに的確なアプロ

ーチ

一休眠顧客の掘り起ニL-

-データ活用面からのアプローチ一

顧客情報システムのねらいは顧客情報の一元管理であり,そのデータを活用L,売上げ増大に結び付けることにある

歴に関する情報,採寸･あつらえなどの特殊管理情報など情

報項目の性格による方法や,全店レベルの情報か,部門･担

当者レベルの情報かといった情報管理レベルによる方法など

がある｡収集,活用両方向からのニーズを考慮し,多面的･

機能的に整理蓄積できるように検討する｡

B 顧客情報システムの体系

顧客情報システムの体系を図2に示す｡

顧客情報システムは,大きく三つの要素から構成されてい
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る｡第一▲には,各売場や各部門で発生する情報(貞上情報,入

金情報,顧客の新規登録や変更情報など)をいかに集めるかと

いうデータ収集システムであI),POSターミナルやクレジッ

ト端末を活用する｡第二には､集まった情報を一元管理する

ために名寄せし,データベースに登録,更新をするデータベ

ース管理システムである｡第三には,一元管理されたデータ

ベース情報をいかに利用するかというデータ活用システムで

あり,エンドユーザーの意見を取り上げやすいシステムであ

ることが必要である｡また,顧客の新規登録時の信用情報調

集
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図2 顧客情報システムの体系 顧客情報システムは,データの収集,蓄積,活用の3要素から構成される
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査については,外部情報センタを活用L,入金審査精J要を向

上させることも必要である｡すべての情報を一元管理するこ

とは理想であるが,ギフトシステム,友の会システム,通信

販売システムなどは独自のオペレーションをもったシステム

であること,更に既に開発i斉みであるケースが多いため,二

れらのシステムは顧客情報システムの外に位置づけるべきで

ある｡しかし,顧客情報システムとの関連づけを工夫Lてお

く必要はある｡

8 システム化のポイント

顧客情報システムのシステム化を考える場合の技術的側面

について留意点を述べる｡

5.1情報収集項目の整理

システム化ニーズの高い業務から項目の整理をしていくこ

とが大切である｡

情報収集項目は,一般に基本属性項目と付帯属性二項目に整

]哩することができる｡表1は各種入力帳票と情報項目の関係

を整理したものであるが,氏名,住所,生年月日,性別,電

話番号などはほとんどの入力帳票から採ることができる項目

であり,その個人を特定するキーとなる基本属性と言える｡

また,イ寸帯属性項目についても同表のように帳票と項目の関

連を整理し,どんな項目を情事馴文集項目とするかi央ダ)る必要

がある｡

5.2 名寄せ方法

収集した情報は,体系的に整理しファイリングすることに

なるが,ファイルに登録したり,またファイルから取り出す

ときには,個人を特定するキーが必要である｡そLて,種々

集まってくる情報を一元化するには名寄せが必要になる｡

名寄せキーの候補項目については表1でも分かるように.

氏名,住所(コード化が必要),電話番号,生年月日が挙げら

れる｡しかし,氏名,住所コードなどの単一項目で個人を特

定するのは困難であー),複数項目を組み合わせることによっ

てキーを合成する必要がある｡また,オンラインとバッチ処

顧客情報システムの対応 977

埋では個人を特定する方法が基本的に異なるため,組み合わ

せを変えることも必要と考え,次の組み合わせを主キーとL

てみた｡

(1)ノヾッチ処理

(a)第1案:氏名と住所コード

(b)第2案:氏名と電話番号

(2) オンライン処手堅

(a)第1案:氏名だけ

(b)第2案:氏名と電話番号

更にバッチ,オンライン処理共通に生年月日を補助キ【と

して付加してもよい｡いずれの組み合わせを採るにしても,

業種,形態などによって正確に採れる項目を主キーとすべき

である｡表2は名寄せキーのセット方法についてまとめたも

のである｡

5.3 データ蓄積方式

顧客情報システムのねらいの一つは情報の一元管理であI),

基本的にはデータ/ヾ-ス化ということになる｡

表2 名寄せキーのセット方法 氏名についてはオンラインの場合は

仮名,バッチの場合は〉実字をイ憂先する｡住所については重刑更番号を使用Lても

よいが,国土行政区画コードをイ重用するほうが正確である｡

項 目 けた数 セ ッ ト 方 )去

氏

名

漢

字

姓 6

姓と名とに分けてセットする｡漢字がある場合はi菓名 6

仮

名

姓 12 字イ憂先で,その他は仮名で名寄せする｡

名 12

住
所
:コ

l

ド

電

:コ

l

ド

話

府 県 2

国土行政区画コードを使用する｡市区郡 2

町 村 3 (郵便番号を使用Lてもよい｡)

丁 目 Z

番 号 10 市外局番･局番･電話番号を数字だけ圧売確セットするい

生 年 月 日 8 西暦年号･月･日を数字だけ圧縮セットする.｡

表l 雇頁客属性項目と入力帳票の関連 口座登毒も 取引発生時に発生する帳票と.その帳票から取れる顧客属性の対応を示す｡

項

蕃

基本属∫性 個 人 付 帯 属 性 う去 人 付 帯 属 性

情報項目

入力帳票

氏
名

性
別

生

年
月

郵
便
巷

住

所

電
話
区

電
話

番

共通付帯属性 豪族情報 勤務先個人情報
企

業
:コ

業

種

A
コ言

社

所

在

代
表

軍

発

ン主
部

内
線

軍

発

注

ノiモ.

休

給

料

ポ

l

ナ職

業

未
呑

結

姶
住 居 出 所 氏

名

性

別

生 市売

柄

内 所

属

役

職

入

;去
人

名

ン去
人

区

分

日

型
_1⊥
年
月
日

‾7ラ‾ 分 ‾事ラ‾
昏

既

婚
区

舟

記

日

居

区
分

住
年
数

身

地

属
サ
l

ク

ノレ

年
月
日

繰
電
言古

番

‾7ラ‾

社
年
月

l

ド

名 地 話

番
ち

署 話

番
‾与

者 日 日 ス

月

1
申
言萬
【ニ

よ

る

事

藍
蒜

掛売口座申請書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ロ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

2 クレジットカード入会申込票 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 友の会入会票 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △

4 社員カード ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ □ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 取

引
発
生
に

よ

る
ココ(

,見

!緑

そ

の

他

顧客カード ○ (〕 ○ ○ ○ ○ ○ △ ⊂] △ △ △ △ △

6 従業員紹介カート ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △

7 ギフト申込票 ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △

8

9

10

11

通伝販売商品承り票

カルチャースク【ル入会申込票

○

○

△

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

(⊃ ○ ○ ○ ○ ○

注:○(入力必要項目),△(入力任意項目),□(内部生成可能項目)
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図3 顧客情報データ関連回 顧客情報データベースは,基本属性MDSを中心に五つのデータセットで構成する｡

デ▼タベース手法としては,大きく階層形データベース,

ネットワーク形データベース,リレーショナルデータベース

がある｡それでは顧客情報システムとすれば,どの手法を用

いるのが効率的であるか,データ活用面に着目するとi大の点

でリレーショナルデータベースが有効と言える｡

(1)多条件検索ができる｡

(2)ユーザーで直接データの取り出し加工が容易にできる｡

(3)どのフィールドからでも検索が可能である｡

しかし,実際にはすべてをリレーショナルデータベースで

運用するには,テ小一タの管理,運用面からの問題点も多い｡

ハードウェア,ソフトウェアといったリソース及び業務の特

性などコストパフォーマンスを十分に検討すべきである｡

図3 はネ ット ワーク形テー一夕ベースであるPDMII

(PracticalData ManagerII)を前提にしたデータベース関

連図である｡基本属性マスタデータセットを中心に,付帯属

性,買上げ履歴をバリアブルテ､一夕セットとして配置した｡

また,これらテヾ一夕セットを関連づけるキーとしては,顧客

個人に与えられたユニークな顧客番号をJ弔いる｡この顧客番

号は内部コードであり,顧客は知っている必要はない｡

l司 データの活用

顧客情報システムの目的は前にも述べたが,販売促進であ

り顧客の固定化である｡ではどのようにi舌用するかを以下に

述べる｡

(1)顧客分析

顧客がどのような状況にあるかを店,部,売場別に集計分

析する｡

(a)性別,年齢別,職業別の顧客数の把握

(b)経過月数別,買上孝則菱別,買上金額別,顧客ランク別､

購買サイクル別の顧客数才巴握

40

(2)商圏分析

顧客がどのような状況にあるかをJ吉,部,売場別に更に地

域別に集計分析する｡

集計単位は顧客分析の(1),(2)項と同様にし,顧客数を把握

する｡

(3)需要分析

特定の客層の顧客が何を購入しているか,特定の商品がど

グ)客層に買われているかを分析する｡

商品を特定する方法

(a)顧客情報システムの買上明細分析による売れ筋把手屋

(b)商品情報システムでの売れ筋把握

(c)商品政策からの商品の特定化

以上の各分析プロセスを経てダイレクトメールの選別,商

品企画,催し事企画を有効なものとさせること,また新規顧

客開拓や販路の拡大へとi舌用する｡

8 結 言

小売業界は,業界を取り巻く環士尭の変化に伴い,多難な時

代に直面してし､る｡このような状況下にあって,顧客情報シ

ステムの建設展開は,営業活動の促進及び効率化を図る上で

不可欠な要件である｡本論文では,顧客情報システムを作っ

てゆく上での考え方,コンセプトという意味でまとめてみた｡

実際グ)運用場面を考えてみると,個人の機密をいかに守るか

など課題は多く,今後いっそうの検討を加えていくことが必

要と考える｡
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